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１　農業地域類型と気象概況

資料：気象庁ホームページより

Ⅰ　東北地域の概況
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注：平成20年６月現在

◇　月別の平均気温、降水量、日照時間
                                     （平成20年）

日照時間（右目盛）

◇　県別農業地域類型割合
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○農業地域類型
　 　 市町村を土地利用的な側面でとられると宅地率の高い地域、耕地率の高い地域、林野率の高
　　い地域等に類型化され、それぞれの地域がお互いに関連しながら、当該市町村に固有の基礎的
    な地域特性を成しているとみられる。
　　  この特性を統計分析、農政等に利用するため、旧市町村及び市町村単位に農業地域類型区分
　　を行っている。
　
　　◇　都市的地域
　 　　　　 可住地域に占めるＤＩＤ面積が5%以上で、人口密度500人以上又はＤＩＤ人口２万人以上の市町
         村可住地に占める宅地率が60%以上で、人口密度500人以上の市町村。ただし林野率80 %以上の
         ものは除く。
    ◇　平地農業地域
　　        耕地率20%以上かつ林野率50%未満の市町村。ただし傾斜20分の1以上の田と傾斜8度以上の
         畑の合計面積の割合が90%以上のものを除く。耕地率20%以上かつ林野率50%以上で、傾斜20分
         の1以上の田と傾斜8度以上の畑の合計面積の割合が10%未満の市町村。
    ◇　中間農業地域
　　        耕地率が20%未満で、都市的地域及び山間農業地域以外の市町村
　　        耕地率が20%以上で、都市的地域及び平地農業地域以外の市町村
    ◇　山間農業地域
　　        林野率80%以上かつ耕地率10%未満の市町村

            ＊　ＤＩＤ（人口集中地区）とは、人口密度約4,000人/㎢以上の国勢調査基本単位区がいくつか
                 隣接し、合わせて人口5,000人以上を有する地区をいう。
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２　東北農業の概況
　(1)　東北の位置づけ

 資料：内閣府「県民経済計算年報」

◇　耕地面積割合 ◇　地域別割合

資料：農林水産省統計部「耕地及び作付面積統計」（平成20年7月15日現在）

　　注：内訳が100％にならないのはラウンドのためである。

　　　　◇　就業状態別農家人口等の割合（販売農家）

◇　産業別にみた総生産の構成比

◇　主・副業別農家数の割合

資料：総務省「国勢調査（第１次基本集計結果）」（平成18年10月31日公表）
　　　　農林水産省統計部「農林業センサス」

　　注：1) 内訳が100％にならないのはラウンドのためである。
　　　　 2) 東山地方とは、山梨県、長野県の２県である。

　 平成17年度の総生産に占める農林水産業の割合は、2.8％（平成6年度は4.5％）まで低下している。
　 耕地面積は北海道に次いで多く、我が国の食料供給基地として重要な役割を果たしている。
　 総農家数は46万３千戸で、全国に比較すると主業農家及び準主業農家の割合が大きくなっている。
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(２)　農業産出額

資料：農林水産省統計部「生産農業所得統計（都道府県別生産農業所得統計累年統計）」

     資料：農林水産省統計部「生産農業所得統計」

◇　上位10品目の産出額及び構成比（平成19年） （単位：億円、％）

順位

18,058 21.4 4,710 35.0 733 25.6 ① 594 24.1 ⑩ 794 43.3 ⑦ 1,077 59.0 ③ 814 39.8 ⑥ 901 36.9 ④

6,401 7.6 1,087 8.1 531 18.6 447 18.2 ③ 198 10.8 ⑧ 143 7.8 210 10.3 ① 150 6.1 ⑩

5,559 6.6 914 6.8 218 7.6 ⑧ 233 9.5 ⑥ 145 7.9 ⑧ 58 3.2 ⑥ 109 5.3 127 5.2 ④

5,484 6.5 816 6.1 188 6.6 ④ 220 8.9 ⑦ 130 7.1 ⑨ 56 3.1 96 4.7 117 4.8

4,040 4.8 709 5.3 159 5.6 ① 197 8.0 ⑥ 116 6.3 45 2.5 80 3.9 ⑤ 108 4.4

2,686 3.2 592 4.4 140 4.9 ⑨ 123 5.0 ③ 60 3.3 ⑧ 31 1.7 80 3.9 ④ 92 3.8

2,006 2.4 580 4.3 121 4.2 ① 112 4.6 39 2.1 27 1.5 80 3.9 91 3.7 ②

1,686 2.0 259 1.9 88 3.1 ② 67 2.7 ③ 33 1.8 ⑦ 24 1.3 ⑩ 49 2.4 ② 85 3.5 ④

1,449 1.7 239 1.8 84 2.9 34 1.4 ⑥ 24 1.3 ⑩ 24 1.3 ⑧ 36 1.8 ① 81 3.3 ⑥

1,415 1.7 225 1.7 66 2.3 ④ 27 1.1 ② 21 1.1 24 1.3 ④ 35 1.7 ④ 66 2.7 ④
資料：農林水産省統計部「生産農業所得統計」
　 注：1)県別順位欄の○内の数字は、都道府県順位（10位まで）である。
　　　  2)「ひな」は、他都道府県販売のひなである。
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◇　農業産出額の推移（東北）

◇　県別の農業産出額（平成19年）
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    農業産出額 （億円）
                H19  (S60)
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農業産出額計

生産農業所得

   農業産出額は、近年減少傾向にあるが、平成19年は前年に比べ411億円（3.0％）減の１兆3,461億
円となった。
   主要部門別にみると、米が4,710億円（35.0％）、畜産が3,773億円（28.0％）、野菜が2,392億円
（17.8％）等となっているが、米の産出額は低下傾向で推移し、ピークであった昭和60年の43.8％の水
準となっている。
　 県別にみると、米以外の産出額の多い県が、農業産出額の上位を占めている。

（億円）
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（３）　食料自給率

 (％) ◇　食料自給率（カロリーベース）の推移と金額ベース自給率

　　資料：農林水産省「食料自給率レポート」（※東北の自給率は東北農政局試算）

◇　県別・品目別自給率（カロリーベース）（平成18年度概算値）
（単位：％）

小麦
大豆
(食用)

野菜 果実 牛肉 豚肉 鶏肉
牛乳・
乳製品

魚介類

青森 118 306 61 5 61 257 558 26 21 73 25 266
岩手 105 319 40 7 53 98 81 32 21 186 78 177
宮城 79 239 30 4 76 40 8 16 7 15 28 242
秋田 174 670 23 1 164 85 63 8 15 3 14 16
山形 132 488 23 0 94 120 160 19 10 6 34 12
福島 83 294 19 1 24 93 76 18 7 11 24 73

東北 107 355 32 3 72 107 141 20 12 45 33 144
全国 39 94 22 13 25 75 35 11 5 14 28 59

　　資料：農林水産省「食料自給率レポート」を基に東北農政局で試算

◇　品目別自給率（カロリーベース）（平成18年度概算値）

　　資料：農林水産省「食料自給率レポート」を基に東北農政局で試算
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　東北各県のカロリーベースの食料自給率は、全国に比べるとかなり高い水準となっており、また、青
森県、岩手県などのように野菜、果実、畜産物等の比率が高い県では金額ベースの自給率が高くなる
傾向にある。
　品目別にみると、各県とも米を除いた自給率は低水準にある。また、県により、品目別の自給率には
大きなばらつきがある。

カロリーベース食料自給率
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３　食品産業の動向

資料：内閣府「県民経済計算年報」

（％）

資料：経済産業省「工業統計表」（従業者４人以上の事業所）

（％） （兆円） （％） （千人） （％） （千事業所）

資料：経済産業省「工業統計表」（従業者４人以上の事業所）

◇　全製造業に占める食品製造業の割合

◇　経済活動別総生産の動向（東北・昭和60年＝100）

◇　製造業における出荷額の動向（昭和60年=100）

　製造業の総生産、食品製造業の出荷額は、それまでの増加傾向から、平成11年以降は、減少に転じ、
近年は横ばいとなっている。
　東北の食品製造業が全製造業に占めるシェアは、出荷額、従業者数、事業所数のいずれについても、
全国に比べ高くなっている。
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４　食料消費の動向

◇ １世帯当たり食料消費支出額とその内訳
　　　　　（２人以上の全世帯：農林漁家世帯を除く）

　　資料：総務省「家計調査」
　　　 注：平成12年、16年、17年では収支項目分類が一部変異なっている。

※食品ロス量　全国： 42.2ｇ

東北： 55.0ｇ

資料：農林水産省統計部「平成19年食品ロス統計調査」

◇　食品ロス量の構成割合
　　　（世帯食１人１日当たり・東北）

◇　主な食品種類別ロス量及びロス率（東北）
　　　（世帯食１人１日当たり・東北）

中食（なかしょく）：持帰り弁当、宅配ピザ、百貨店・スーパー等で販売されるそう菜の総称で、レストラン等の飲食店における食事
　　　　　　　　　　　　（外食）と家庭内で調理した食事（内食）の中間に位置付けられ、家庭外で作られ家庭内で消費される食事を
　　　　　　　　　　　　指していう。
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　１世帯当たり食料消費支出額は、平成19年は87万円となっている。食料消費支出の内訳は、全国と
比べ魚介類、野菜・海草類、果物のウェイトが高いほか、肉類や外食のウェイトが低くなっている。
  また、酒類のウェイトが高いのも特徴である。
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５　水田農業の現状

　　　　　　　　資料：農林水産省統計部「2005年農林業センサス」

 

　　　　　　　　資料：東北農政局統計部「米生産費統計調査」

    　　　　　　　　注：「物財費その他」とは肥料・水利費等である。

◇　水田面積規模別農家数の都府県に占める割合（販売農家）

◇　水稲作付規模別にみた農家数・面積割合と生産費

　水田農業は、経営面積４ha以上の農家の割合が高くなっている等、他の都府県に比べ規模が大きい。
　水稲作付規模別に見ると、農家数では３ha未満の農家数が全体の92％を占め、面積では69％を占め
ている。
　一方、10ａ当たり生産費をみると、2ha未満層が、東北平均（13万４千円）を大きく上回っている。

資料：農林水産省統計部「2005年農林業センサス」
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６　作目別の生産状況
　(１)　水稲

   　   ＜作付面積＞ 　　　　＜収穫量＞
　

（千ｔ）

   　   資料：農林水産省統計部「作物統計」

（単位：％）

         資料：農林水産省「米穀の流通・消費等動態調査」等

            注：1) 本調査結果は、稲の延べ作付面積が10ａ以上と見込まれる生産者から抽出した者からの作付予定面積の情報を
　　　　　　　　　基に推計した品種別作付比率である。

            　　 2) 作付比率は、本調査における水稲うるち米（醸造用を含む）に対する作付比率である。

◇　全国との比較（東北＝100）◇　全国シェア(平成19年産)

◇　県別主な水稲うるち米品種別作付状況（平成20年産）

資料：農林水産省統計部「作物統計（普通作物）」、「農産物生産費統計」

◇　作付面積、収穫量及び作況指数の推移（東北）

＜平成19年産＞
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26.0%

全国    1,669千ha
東北　　　434千ha

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

昭.5556 57 58 59 60 61 62 63平.元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

収
穫
量

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

作
付
面
積

78
85

96 98 108108104104
85

98 104 91 100

56

107 96 103103 97 103104102101
80

98 99 101102101

作況指数
収穫量

作付面積

　東北の水稲収穫量は、全国の約３割のシェアを占めている。また、10ａ当たり収量は全国を上回っ
ており、生産費や労働時間は全国を下回っている。
　近年は、やませ等による冷害の影響を回避する観点から、良食味で、耐冷性の強い品種の作付
けが増えてきており、ひとめぼれ、あきたこまち、コシヒカリ、はえぬき、つがるロマンの上位５種の作
付面積で88％を占めている。
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26.0時間

28.5時間

区　　分 １　　位 ２　　位 ３　　位 ４　　位 ５　　位
ひとめぼれ あきたこまち コシヒカリ はえぬき つがるロマン

33.6 23.4 13.4 10.8 6.4
つがるロマン まっしぐら むつほまれ あきたこまち 華吹雪

55.5 38.7 3.8 0.7 0.5
ひとめぼれ あきたこまち いわてっこ どんぴしゃり かけはし

68.9 19.4 6.1 2.5 1.3
ひとめぼれ ササニシキ まなむすめ コシヒカリ 蔵の華

83.7 9.5 3.6 1.9 0.2
あきたこまち ひとめぼれ めんこいな 美山錦 ササニシキ

84.0 9.8 4.5 0.4 0.4
はえぬき ひとめぼれ コシヒカリ あきたこまち つくばＳＤ１号

64.7 13.5 10.2 6.0 1.9
コシヒカリ ひとめぼれ あきたこまち チヨニシキ ミルキークイーン

65.0 25.8 3.6 2.7 1.1
コシヒカリ ひとめぼれ ヒノヒカリ あきたこまち キヌヒカリ

37.7 10.6 10.3 8.0 3.4

東　北

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

全　国
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（２）　麦・大豆・そば

　　　資料：農林水産省統計部「作物統計」

（千ｔ） （千ha） ＜麦＞

東北 9,570 ha

全国 264,000 ha

（千ｔ）   （千ha） ＜大豆＞

東北 38,100 ha

全国 138,300 ha

（千ｔ）   （千ha） ＜そば＞

東北 12,300 ha

全国 46,100 ha

資料：農林水産省統計部「作物統計」、ただし、そばの平成12年は農林水産省農産課調べ

　 注：1)麦及び大豆については、平成19年より田畑別には作成していない。

　　  ：2)そばについては、平成20年は岩手・宮城が「非主産県」になり、収穫量調査は行わないことから生産量は把握できない。

＜大豆＞

＜そば＞

◇　麦・大豆・そばの作付面積（平成19年産）

◇　作付面積と収穫量の推移（東北） 　　◇　作付面積の全国シェア（平成19年産）

＜麦＞

　　　　　　（単位：ha）

東北以外
73.3%

東北
26.7%

東北
27.5%

東北以外
72.5%

　平成19年産の麦の作付面積は、他作物への転換等により、やや減少した。大豆の作付面積は、主に水稲から
の作付転換により福島県を除く各県で増加した。
　収穫量は、10ａ当たり収量の水準が低く、作柄も不安定なため、麦、大豆ともに伸び悩んでいる。

全 国 東 北 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県
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(３) 　畜産物・飼料作物

◇　飼養頭(羽)数及び１戸当たり飼養頭(羽)数の推移（東北） ◇　飼養戸数の推移（東北）
        （戸）

（千頭） （頭）

（千頭） （頭）

（百万頭） （百頭）

資料：農林水産省統計部「畜産統計」、「畜産物流通統計」

（百万羽） （千羽） （千ha）

資料：農林水産省統計部「作物統計」、「耕地及び作付面積統計」

（百万羽） （千羽）

資料：農林水産省統計部「畜産統計」 資料：東北農政局調べ（20年は見込み）

＜肉用牛＞

＜乳用牛＞

＜豚＞

＜採卵鶏（成鶏めす）＞

　　

◇　ホールクロップサイレージ用稲作付面積の推移＜ブロイラー＞　　　　

◇　飼料作物作付面積の推移（東北）

（東　北）

　近年の乳用牛、肉用牛、豚、採卵鶏、ブロイラーの飼養頭(羽）数は横ばいだが、乳用牛を除くと、１戸当たりの飼
養頭(羽）数は増加傾向にある。
　飼料作物の作付面積は横ばいで、ホールクロップサイレージ用稲の作付は、増加傾向にある。
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(４)　 果樹

（千ha） （千ｔ）

（千ha） （千ｔ）

資料：農林水産省統計部「果樹生産出荷統計」

　 注：ここでいう主要果樹は、19年が主産県調査であることから、東北管内のいずれかの県が主産県となっている場合の品目とした(以下同じ)。

資料：農林水産省統計部「果樹生産出荷統計」

東北（主産県計） 569,000ｔ 全国 748,700t 東北（主産県計） 33,700ｔ 全国 190,700ｔ

東北（主産県計） 11,400ｔ 全国 14,900ｔ 東北（主産県計） 34,200ｔ 全国 137,400ｔ

資料：農林水産省統計部「果樹生産出荷統計」

◇　主要果樹の結果樹面積と収穫量（平成19年産・東北・主産県）

◇　主要果樹の品目別出荷量割合（平成19年産・東北・主産県）

＜りんご＞

＜おうとう＞

＜ぶどう＞

＜もも＞

＜　東北　721,000ｔ　＞

◇　主な果樹出荷量（東北・主産県）の全国シェア（平成19年産）

収穫量

37.6

31.9

22.6

37.2

12.8

3.79

22.8

1.86

0 20 40 60 80

結果樹面積

1.64
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0.43

2.38
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02468
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も　　　も

お う と う

す　も　も

か　　　き

う　　　め

29.80

05101520253035

り　ん　ご

　主要果樹の平成19年産収穫量（主産県計）は75万9,800ｔとなっている。
　出荷量割合が東北産主要果樹の中で79％を占めるりんごについては、全国のりんご出荷量中のシェアも
76％となっている。このほか、もも、ぶどう、なしの生産も盛んで、特におうとう（さくらんぼ）については、全
国の出荷量の77％を占めている。

620.800

0 200 400 600 800

お う と う
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も　　　も
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西 洋 な し
2.8%

日 本 な し
4.0%

ぶ　ど　う
4.7%

すもも  0.5%
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2.6%
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0.2%

り　ん　ご
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岩手県
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秋田県
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山形県 6%
福島県 4%

青森県
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以外 25%

福島県  2%
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10%

秋田県
1%
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2%

東北主産県
以外
83%

東北主産県以外
23%

青森県
10%

山形県
67% 山形県

6%
福島県

19%

東北主産県
以外
75%

全　　　　　　　　国　　　　　1,903,000ｔ
東北（主産県計）　　　　　　7,598,00ｔ

全　　　　　　　　国　　　　　　135,200ha
東北（主産県計）　　　　　　　44,600ha
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（５）　野菜

全国 337,400 ha　(100％） 全国 12,082,000 ｔ　（100％）

東北 35,500 ha　（10.5％） 東北 970,000 ｔ　（ 8.0％）

資料：農林水産省統計部「野菜生産出荷統計」

　＜卸売市場流通量の推移＞
                            東北管内産出荷量：462千ｔ

資料：農林水産省統計部「青果物産地別卸売統計」より算出

◇　輸入野菜の品目別入荷量の推移（東北）

          (t)

資料：農林水産省統計部「青果物産地別卸売統計」より算出

資料：農林水産省統計部「青果物産地別卸売統計」より算出

◇　東北の指定野菜の割合（平成19年産）

  ＜作付面積＞   ＜収穫量＞

◇　東北の指定野菜（１４品目）の流通状況

＜出荷先別割合・平成19年＞

果菜類　27%

葉茎菜類 28%

根菜類　45%

☆根菜類　　　だいこん／にんじん／ばれいしょ／さといも
☆葉茎菜類　 はくさい／キャベツ／ほうれんそう／レタス／ねぎ／たまねぎ
☆果菜類　　　きゅうり／なす／トマト／ピーマン

＜指定野菜（14品目）＞

根菜類　44%

葉茎菜類 36%

果菜類　20%

北陸 1%
中国・四国 1%

九州・沖縄 3%

東海 5%

北海道 0%

近畿 6%
東北 35%

関東・東山 49%
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　指定野菜（14品目）の収穫量は97万ｔであり、全国の約８％を占めている。
　市場流通についてみると、管内産入荷量よりも管外産入荷量の方が多くなっており、また、管外への移
出分については、関東地方が主な出荷先となっている。
　輸入野菜の入荷量は、一定した加工用需要があるかぼちゃ、にんじん、ブロッコリー、たまねぎなどが
多くなっている。
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(６) 　花き

◇　花き品目別の産出額割合（平成19年）

（億円）

◇　切り花類の主産県別作付面積割合
　　　　　　　　　東北計：1,913ha

資料：農林水産省統計部「生産農業所得統計」、「平成19年産花き生産出荷統計」

７　農産物等の輸出状況

（単位 ：ｔ、本、ｋｌ）　

資料：東北農政局農産課調べ

総額：326億円

　 注：各県の主な輸出取組主体からの聞き取りによって取りまとめたものであり、県別の全ての輸出品目・輸出数量ではない。
　　　　また、りんごの青森県は、全国の輸出数量（財務省貿易統計より）であり、さんまは、税関別品別国別表（貿易統計）より
　　　　推計。　「…」表示は、事実不詳又は調査を欠くもの。なお、りんご（当該年９月～翌年８月）及びながいも（当該年11月～
　　　　翌年10月）は年産値としている。

◇　東北産農産物の主な輸出状況

◇　花き産出額の推移（東北）

　花きについては、産出額が平成14年をピークに減少傾向にあったものの、平成19年では326億円と大幅な
増加となっている。
　産出額の７割を占める切り花類の作付（収穫）面積は1,913haとなっており、岩手県、福島県で５割を占めて
いる。
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312
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318
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293
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青森県 岩手県

宮城県 秋田県

山形県 福島県

切り花類
71.3%

球根類
0.2%

鉢もの類
18.4%

花き苗類
9.7%

その他
0.4%

青森県
 125ha

7%
岩手県
545ha
 29%

宮城県
 175ha

 9%

秋田県
 138ha

7%

山形県
409ha
21%

福島県
521ha
27%

　平成19年は、りんご及びながいもの輸出実績が青森県で大きく増加、米の輸出実績が各県で伸びている。ま
た、もも、メロンなどの新たな品目への取組も増えており、活発化している。

平成１７年 平成１８年 平成１９年

青 森 県 18,899 23,397 25,497 台湾、香港、中国、タイ、アメリカ　他

岩 手 県 126 100 140 台湾、マレーシア

秋 田 県 85 113 27 台湾、タイ、シンガポール、香港

山 形 県 333 275 269 香港、台湾、タヒチ、サイパン、タイ

福 島 県 2.1 0.2 0.5 香港

ほ た て が い 青 森 県 1,400     2,032     … ヨーロッパ、アメリカ　他

さ ん ま 岩手県・宮城県他 5,365 15,695 16,377 韓国　中国　タイ等

青 森 県 497       909       334       台湾、アメリカ　他

岩 手 県 1.0 7.0 -          台湾

秋 田 県 … 0.2 0.2 台湾

山 形 県 14.0 0.1 0.2 台湾

ラ ・ フ ラ ン ス 山 形 県 1.9 1.8 1.2 香港、台湾、タイ

秋 田 県 -          -          0.3 台湾

山 形 県 3.5 15.2 5.1 香港、台湾

福 島 県 38.5 42.2 55.1 香港、台湾、タイ、シンガポール

ぶ ど う 山 形 県 0.7 1.9 2.8 香港、台湾

お う と う 山 形 県 0.1 0.1 0.1 香港、台湾

宮 城 県 5.0 0.4 0.0 香港

福 島 県 2.4 0.1 0.1 香港

秋 田 県 -          0.2 0.3 台湾

山 形 県 0.1 1.5 2.6 香港、台湾

柿 、 干 し 柿 山 形 県 0.1 0.7 0.4 香港、台湾

り ん ど う 岩 手 県 422,000本 449,000本 438,000本 オランダ、他

宮 城 県 0.9 4.0 2.8 香港

山 形 県 2.8 3.8 5.3 香港

岩 手 県 2.7 3.6 6.2 マレーシア、台湾、タイ

宮 城 県 -          -          32.0 中国

秋 田 県 23.3 40.2 53.0 香港、シンガポール、台湾　他

山 形 県 1.2 19.9 23.1 香港、アメリカ、カナダ、台湾

福 島 県 10.0 13.5 39.0 香港
日 本 酒 秋 田 県 81 ｋｌ 85 ｋｌ … アメリカ、台湾 他

米

り ん ご

平 成 １9 年 度 輸 出 先
輸 出 数 量

品　　名 県　名

な が い も

も も

な し

メ ロ ン

豚 肉
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８　地産地消の推進

　　資料：農林水産省統計部「農産物地産地消等実態調査」

資料：農林水産省統計部「農産物地産地消等実態調査」
　注：「産地直売所」381（回答数295）は、市区町村（第３セクター含む）又は農協が設置主体で常設（有人）
　　 の直売所、「農産加工場」245（回答140）は、農家（法人）、農家以外の農業事業体又は農協が設置主
　　 体の加工場、「学校給食」174（回答数170）は完全給食を実施する単独調理方式の公立小・中学校及び
　　 公立共同調理場とした。

　　資料：農林水産省統計部「農産物地産地消等実態調査」

◇　地場農産物の取扱動向（過去３年間）の割合（東北）

＜直売所の販売金額規模（平成16年）＞

◇　農産物直売施設（有人）の設置状況（東北）

＜直売所の運営主体（平成16年）＞

◇　農産物直売施設の現状

＜開設年次別施設数＞　　 　　　＜産地直売所の営業形態区分別設置数＞

＜地場農産物の取扱量の意向＞

　地場農産物の取扱量を３年前と比較すると、７割の直売所、６割の学校給食、４割の農産加工場で取扱量が増
えている。
　直売所の開設年次を見ると、各県で平成13～15年の３年間の設置数が増加している。また、通年営業の施設
が８割近くを占めている。売上高を見ると、年間１億円以上が１割を超えている。
　また、今後の取扱量の意向をみると、「増やしたい」との回答が最も多くなっている。

農協の組合員
(女性部､青年部

等)
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その他
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１　農業経営の動向

◇　規模別・主副業別農業所得及び農家総所得（東北・販売農家１戸当たり平均）

（平成19年、主副業別）

資料：農林水産省統計部「農業経営統計調査（経営形態別経営統計）」

◇　農産物価格指数の推移（東北・平成12年＝100）

資料：農林水産省統計部「農業物価統計」

◇　営農類型別（主要５営農類型）の経営概要（東北・平成19年、１戸当たり平均）
　(千円，時間，円)

資料：東北農政局統計部「農業経営統計調査（営農類型別経営統計）」

Ⅱ　農業の持続的な発展

　農業経営の状況を規模別に見ると、２ha以上の階層で農業所得が平均（123万円）を上回っている。
　主副業別にみると、主業農家の農業所得は販売農家平均の2.7倍となっている。また、総所得では準主業農
家が最も高く、その総所得の７割を農外所得が占めている。
　なお、労働時間当たりの農業所得は肥育牛で最も高くなっている。
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２　農業構造の動向

　(１)　農家数

　　資料：農林水産省統計部「農林業センサス」

　　　　◇　主・副業別農家数（平成１７年・販売農家）

　　　資料：農林水産省統計部「農林業センサス」 　　　資料：農林水産省統計部「農林業センサス」

◇　経営耕地面積規模別農家数の増減率（平成１７年・東北）

　　　資料：農林水産省統計部「農林業センサス」 　　　資料：農林水産省統計部「農林業センサス」

◇　経営形態別農家数割合
（平成１７年・東北）

◇　経営耕地規模別農家数割合
（平成１７年・東北）

  総農家数及び販売農家数は、全国と同様、減少傾向にある。農業経営組織別にみると、稲作単一経営
が約６割と大勢を占めている。
　また、経営耕地面積規模別にみると、５ha未満層で前回（平成１２年）に比べ減少しているのに対し、５ha
以上層では前回に比べ増加している。

◇　総農家数、販売農家数の推移（東北）
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(２)　農家人口と就業構造

　　　　資料：農林水産省統計部「農林業センサス」

資料：農林水産省統計部「農林業センサス」

◇　年齢階層別にみた農業従事者数の推移（販売農家・東北）

◇　農家人口及び農業就業構造の推移（販売農家・東北）

◇　経営形態別にみた年齢別基幹的農業従事者数割合（販売農家・東北　平成17年）

　 農家人口は年々減少しており、17年には168万人となっている。また、販売農家における農業従事者、農業
就業人口についても、減少傾向が続いている。
　基幹的農業従事者について、農業経営形態別に年齢構成をみると、酪農単一経営を除き、65歳以上の割合
が高くなっており、特に稲作単一経営では、その割合が過半を占めている。
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酪　　　農

果　　　樹
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単　一　経　営　

３９歳以下 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上

(％)

［　基本的統計用語の解説　］
1 　農家等の分類

定　　　　　　　　　　　　　　　義

経営耕地面積が10ａ以上の農業を営む世帯または経営耕地面積が10ａ未満であっても農産物販売金額が年間
15万円(1990年以降の定義)以上ある世帯(例外規定農家)

経営耕地面積が30ａ以上又は農産物販売金額が年間50万円以上の農家

農業所得が主(農家所得の50％以上が農業所得)で、65歳未満の農業従事60日以上の者がいる農家

農外所得が主(農家所得の50％以上が農外所得)で、65歳未満の農業従事60日以上の者がいる農家

65歳未満の農業従事60日以上の者がいない農家

２　農業就業関係

定　　　　　　　　　　義

（農家）世帯員 原則として居住と生計を共にする者

農業従事者 １５歳以上の世帯員で年間１日以上農業に従事した者

自営農業のみに従事した者または自営農業以外の仕事に従事していても年間労働日数でみて自営農業の方が多い者

基幹的農業従事者 農業に主として従事した世帯員（農業就業人口）のうち、ふだんの主な状態が「主に仕事（農業）」である者

用　　　語

　販売農家

　農　　家

農業就業人口

主業農家

準主業農家

副業的農家

用　　　語

（
農
家
人
口

）
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（３）　高齢化の進行

資料：農林水産省統計部「農林業センサス」

 　注：農家人口は、総農家（平成17年は販売農家）における世帯員数。就業人口は、販売農家における就業者人口。

(万人）    

◇　農業就業構造における65歳以上の割合

◇　労働力の年齢別構成
（平成19年・東北）

　　　　　◇　年齢別にみた基幹的農業従事者の推移
　　　　　　　　　　　　　　　（販売農家・東北）
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農業就業人口のうち65歳以上の割合（全国） 農業就業人口のうち65歳以上の割合（東北）

農家人口のうち65歳以上の割合（全国） 農家人口のうち65歳以上の割合（東北）

（％）

全国 東北

　農業就業人口、農家人口、基幹的農業従事者のいずれについても、65歳以上の割合が年々増加し
ており、高齢化が進行している。
　この高齢化は他産業に比べて顕著であり、今後もさらに進むものと予測される。

非農林業

9.2%

20.7%

21.2%

23.7%

18.9%

6.0%

0102030

農林業

2.9%

2.9%

5.7%

14.3%

28.6%

45.7%
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１５～
　２４ 歳

２５～
　３４ 歳

３５～
　４４ 歳

４５～
　５４ 歳

５５～
　６４ 歳

６５歳
　　以上　

資料：総務省「労働力調査」
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65～74歳

55～64歳
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44歳以下

資料：農林水産省統計部「農林業センサス」

33%

48%
54%

428千人
414千人

385千人

75歳以上
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(４)　認定農業者

　　資料：東北農政局担い手育成課調べ
　　　 注：各年３月末時点

　　資料：東北農政局担い手育成課調べ
　　　 注：各年３月末時点

◇　県別にみた認定農業者数の推移（東北）

　　資料：東北農政局担い手育成課調べ

◇　認定農業者数（東北）

◇　営農類型別にみた認定農業者数割合（東北）

　農業経営改善計画の認定数は着実に増加しており、20年3月末時点で47,542となっている。
　営農類型別にみると、稲作以外の経営部門の認定農業者の割合が増加する傾向にある。
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    資料：東北農政局構造改善課調べ（各年１月１日現在）

資料：東北農政局担い手育成課調べ（平成20年3月末現在）

(５)　農業法人等

◇　活動内容別集落営農数（複数回答）

資料： 農林水産省統計部「集落営農実態調査（20年２月１日現在）」

◇現況集積面積規模別集落営農数（経営耕地面積）

◇　組織形態別農業生産法人の推移（東北）

◇　業種別農業生産法人数割合（東北）

米麦作
39.8%
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17.8%

果樹
10.1%

そ菜
15.1%

花き
6.1%

その他
10.7%

資料：東北農政局構造改善課調べ（平成20年１月１日現在）
　 注：業種区分は、主たる作目（粗収益の50％以上）による。
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農事組合法人 有限会社

　 農業生産法人は年々増加しており、その内訳としては、会社形態が増加している。また、農業生産法人の要
件緩和に伴い株式会社の形態も出てきている。
　集落型の生産法人として位置付けられる特定農業法人は東北全体で61法人、特定農業団体（集落の農用地
の利用集積を図る担い手と位置付けられた生産組合等）は東北全体で643団体となっている。
　集落営農数は、東北全体で2,170となっている。現況集積面積規模別にみると、20ｈａ以上の割合が49％と、
都府県の40％に比べて高くなっている。

（件）

◇　特定農業法人及び特定農業団体の設立状況（東北）

32

162 206

89 113
41

155185171
0

50

100

150

200

250

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県

特定農業団体（東北計：643）

特定農業法人（東北計：61）

1272計

　特定農業法人：地域の合意の下、将来、当該地域の農地利用の過半を担う法人として市町村の認定を受
　　　　　　　　　　　けた農業生産法人（農業経営基盤強化促進法第23条第４項）。
　特定農業団体：生産組合等で、地域の農地利用を集積する担い手として農用地利用規程に位置付けられ
　　　　　　　　　　　た５年間以内に法人化を目指す等の要件を満たした団体。
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(６)　新規就農者及び農業後継者

◇　新規就農者数の推移（東北）

（人）

資料：東北農政局経営支援課調べ

◇　営農類型別新規就農者割合（東北・平成19年度）

資料：東北農政局経営支援課調べ

 ◇　農業に就業した動機（複数回答）

資料：農林水産省統計部「平成15年農林水産業新規就業者等調査結果」
　 注：14年６月１日から15年５月３１日の間に就業した者を対象とした調査結果

◇　農業後継者の状況（販売農家、東北・平成17年）
（単位：千戸、％）

資料：農林水産省統計部「農林業センサス」
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新規就農者数については、近年ほぼ横ばい傾向にある。タイプ別には、新規学卒は減少傾向にある
一方、新規参入が僅かではあるが増加している。

（％）
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(７)　女性の参画

　　　　資料：農林水産省統計部「農林業センサス」          　　　　　　　資料：農林水産省普及・女性課調べ（20年３月3１日調査）
　　 注：19年までは１月１日調査、20年以降は３月31日調査

　　◇　女性認定農業者数の推移（東北） 　　◇　家族経営協定の締結数の推移（東北）

　　資料：農林水産省経営政策課 　資料：農林水産省人材育成課調べ
　　　　　「農業経営改善計画の営農類型別認定状況」（19年３月末調査） 　　 注：13年までは８月１日調査、14年以降は３月31日調査

（単位：人、％）　　　　　　　　　◇　地域の方針決定の場における女性の割合

   農業就業人口、基幹的農業従事者数に占める女性の割合は、それぞれ54％、46％で、女性は農業生産
の重要な担い手となっている。
　 近年、加工、直売等の起業活動が活発化するなど、経営や地域社会への女性の参画は徐々に拡大して
きているものの、認定農業者や農業委員、ＪＡ役員等の女性の割合は、男女共同参画（第２次）に掲げる「指
導的地位に占める女性の割合が少なくとも30％」に比して、まだかなり低い状況にある。
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青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 東北 全国
農業委員数 861 807 780 679 681 1,333 5,141 39,997

うち女性 15 71 24 25 29 66 230 1,682
女性の割合 1.7 8.8 3.1 3.7 4.3 5.0 4.5 4.2

農協個人正組合員数 77,670 110,891 134,445 114,026 111,070 153,456 701,558 4,931,853
うち女性 10,256 12,497 28,891 18,307 15,593 21,576 107,120 812,508
女性の割合 13.2 11.3 21.5 16.1 14.0 14.1 15.3 16.5

農協役員数 587 431 432 408 452 566 2,876 22,035
うち女性 5 9 6 13 5 11 49 465
女性の割合 0.9 2.1 1.4 3.2 1.1 1.9 1.7 2.1

50 57 23 31 139 47 347 2,936

うち女性 18 21 9 12 44 20 124 1,007
女性の割合 36.0 36.8 39.1 38.7 31.7 42.6 35.7 34.3

18年

18年

県農林水産業審議会
等委員

20年

区 分

平成
18年

資料：農業委員：農業委員会及び都道府県農業会議実態調査結果（18年10月１日調査）
         農協個人正組合員及び農協役員：農林水産省経営局協同組織課「平成18年事業年度総合農協統計表」 （19年３月31日調査）
　       県の農業関係審議会等委員：(社)農山漁村女性・生活活動支援協会調べ（20年９月調査）

外：農業就業
　　人口
　　（620,722人）
内：基幹的
　　 農業従事者
　　（385,301人）

（件）

◇　農業就業構造における女性の占める割合
　　　　　　　　　　（東北・平成17年）

◇ 農村女性による企業活動の推移（東北）
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３　生産基盤の動向

　　（１）　農地利用の現状

　　資料：農林水産省統計部「耕地及び作付面積統計」

◇　農作物作付延べ面積及び耕地利用率の推移     ◇　耕作放棄地面積の推移（東北）

(千ha)

　　資料：農林水産省統計部「耕地及び作付面積統計」

　　資料：農林水産省「農地の移転と転用」 　　　　　　　資料：東北農政局農村振興課調べ

◇　農地転用面積の推移（東北） ◇　大臣転用許可に係る農地区分別転用面積割合（東北）

◇　耕地面積の推移（東北）
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　 耕地面積は年々減少しており、20年は87万5千haとなった。耕地利用率については全国に比べ低い水
準となっており、特に畑の耕地利用率が年々低下してきている。
　耕作放棄地面積は、平地農業地域及び中間地農業地域を中心に増加してきており、17年で４万８千haと
なっている。また、土地持ち非農家の所有する耕作放棄地の増加も著しい。（土地持ち非農家を含めると７
万１千haとなっている。）
　農地転用面積は、近年減少傾向で推移している。20年の許可状況を農地区分別にみると、第２種農地の
割合が５割以上を占め、次いで農用地区域内農地の割合が２割を占めた。
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資料：農林水産省統計部「農林業センサス」
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(２) 　農地の流動化

（千ha）

資料：東北農政局調べ

（千ha）

資料：農林水産省「農地の移動と転用」

◇　制度別農地の権利移動面積の推移（東北）

　 注：利用権設定面積は、平成11年までは各年末現在、12年以降は年度末現在である。
　　 　これにより、12年度は15か月間（12/１～13/３）の集計となっている。

◇　利用権設定面積及び年間増加面積の推移（東北）
（千ha）

　 権利移動の面積は、長期的に増加傾向にあり、特に農業経営基盤強化促進法（基盤法）に基づく
利用権設定による権利移動の占める割合が大きい。
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(３) 　農地の整備と利用集積

◇　ほ場整備を契機とした担い手への農地の利用集積

資料：農林水産省統計部「耕作及び作付面積統計」農林水産省農村振興局「農業基盤整備基礎調査」
　 注：1) 田及び畑の面積は「耕作及び作付面積統計」による平成18年７月15日時点の値。
　 　　2) 各整備済面積は「農業基盤整備基礎調査」による平成18年３月31日時点の推計値。
 　　　3) 整備済面積は概ね30ａ程度、大区画は概ね１ha程度に区画整理された田をいう。
 　　　4) 整備率＝整備済面積÷水田面積×100

◇　水田の整備状況（平成18年度まで）

　注：農業農村活性化計画及び基盤整備関連経営体育成等促進計画で目標年度を平成19年度とし、ソフト事業（担い手育成基盤整備関連
　　 　流動化促進事業、経営体育成促進事業、元気な地域づくり交付金）を実施した地区の農地利用集積率（平成20年５月23日時点の値）。
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　 平成18年度までの水田整備済面積は38万５千haで、整備率は61％に達している。　また、農地の利用集積
については、19年度を目標とする地区においてほ場整備を契機に担い手へ事業実施前より1.6～6.1倍に増
加している。

17

10

26 24 23

16

50

61

79

61

39 37

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島

ハード実施前

目標年度

（％）

－25－



（４）　農業水利ストックの状況

（受益面積100ha以上の農業水利施設）

資料：農林水産省農村振興局「農業基盤整備基礎調査」

資料：東北農政局事業計画課調べ
注：経過年数は、国営事業の工期の中間年を施設完成年として算出

◇　基幹的農業水路延長の割合（平成18年３月）

◇　国営事業地区の施設完成後経過年数別割合
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   農業農村整備事業等により造成された基幹的農業水路の総延長は、全国で約４万７千kmに及び、このう
ち、東北管内では約8,500kmと全国のおよそ２割を占めている。国営事業を実施した受益農地のうち、農業
水利施設完成後30年以上経過している農地の面積が３割存在しており、岩手県及び宮城県では、特に高
い状況にある。
　水利ストックの有効活用の観点から、今後は予防保全対策による施設の長寿命化や、計画的な更新を推
進していく必要がある。
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　(１)　バイオマス利活用の現状

　

４　循環型社会の構築

◇　バイオマスタウン構想の策定状況（平成21年１月30日現在）

　家庭や事業所等から排出される生ごみや家畜排せつ物な
どを堆肥化、未利用のバイオマスを地域資源として利活用

３１．福島県南相馬市（みなみそうまし）

　刈草や森の落葉などの未利用バイオマスを効果的に活用
し、地元有用土着菌を活用した土づくりセンターの整備

３２．福島県鮫川村（さめがわむら）

　村内の製材所残材を活用したガス化発電を行い、電機・熱
をタラソテラピー（海水湯浴）施設利用など「地域エネルギー
の地産地消」を図る

１．青森県五所川原市（ごしょがわらし）　旧市浦村

　畜産農家と耕種農家の連携の推進による資源循環型の農
業のシステムの確立、製材工場残材等のバイオマス資源の
利活用

２１．青森県十和田市（とわだし）

　遊休農地等を活用した菜の花栽培、廃食用油のＢＤＦ化と、
農機利用に取り組む

２．秋田県小坂町（こさかまち）

　生ゴミ、間伐材、家畜排せつ物等からバイオマス堆肥生
産、さらに、資源作物（ソルガム）栽培とそのエタノール化、バ
イオマス由来の燃料の公用車利用等を推進

３．山形県新庄市（しんじょうし）

　間伐材や製材残材を利用したガス化コージェネレーション
やペレットボイラーの導入、農業集落排水汚泥の炭化や廃食
用油のＢＤＦ化と農機利用を推進

４．山形県庄内町（しょうないまち）　旧立川町

　家畜排せつ物等を活用し、安心安全な農産物生産に対応
する堆肥生産と、ＢＤＦ生産・利用や、籾殻、間伐材などを炭
化し土壌改良材等に利活用

５．山形県鶴岡市（つるおかし）　旧藤島町

　地域から発生する生ごみ、バーク、もみがら等を利活用して
たい肥を生産し、土づくりを基本とした特別栽培米を推進

６．福島県富岡町（とみおかまち）

　家畜排せつ物、家庭生ごみ、下水、し尿汚泥等を活用した
完熟堆肥の利用と、未利用の林地残材等を建築ボードや木
質ペレットに変換利用

７．宮城県川崎町（かわさきまち）

　特産品のホタテの貝殻を雪道の凍結防止剤に、製材端材
や食品残さを利活用したガス化発電・有機肥料により、地域
の課題解決と地域産業を確立

８．青森県青森市（あおもりし）

　家畜排せつ物・食品残さ等の堆肥化、間伐材・製材残材等
の炭化・木質ペレット化、廃食用油のＢＤＦ化

９．岩手県紫波町（しわちょう）

　「耕畜連携による土づくり」及び「端材や林地残材などの木
質バイオマスや有機性残さを利用した自然エネルギーとして
活用

１０．岩手県遠野市（とおのし）

　地域の特産物である茸栽培から発生する廃菌床等から高
品質完熟堆肥生産や、木質バイオマスを利用した栽培施設
への電気、熱供給

１１．山形県鮭川村（さけがわむら）

　間伐材等を発電や熱源として、融雪施設や冬期間の農業
用施設等に利活用し、豪雪地帯における資源の循環に根ざ
した快適で豊かな社会を創る

１２．山形県村山市（むらやまし）

　廃食用油を原料としたＢＤＦ生成事業をバイオマス利活用モ
デルとし、木質チップを燃料にチップボイラーの園芸施設へ
の導入、家畜排せつ泄物・生活系生ごみ等の堆肥製造を推
進

１３．山形県西川町（にしかわまち）

　主に家畜排せつ物を堆肥化し豊かな土づくり、果樹剪定枝
や建設発生木材などを熱利用し「冬の農業」を振興

１４．青森県鶴田町（つるたまち）

　稲わら、家畜排せつ物等の堆肥化、下水汚泥のコンポスト
化、生分解性プラスチックの利用、製造によりバイオマスタウ
ンのシンボルゾーンを形成

１５．青森県藤崎町（ふじさきまち）

　家畜排せつ物を中心に有機質堆肥を製造し生産性の向上
を図り、環境に配慮した持続的な循環型農業を確立

１６．岩手県花巻市（はなまきし）

　鶏糞を中心に水熱反応処理による高品質の有機肥料を製
造し、「九戸ブランド」としての有機農業を推進

１７．岩手県九戸村（くのへむら）

　家畜排せつ物、生ごみをメタン発酵と堆肥製造を行い農産
物の産地を形成、稲を工業用原料に利用して農用地の有効
利用を目指す

１８．秋田県横手市（よこてし）

　家畜排せつ物、生ごみ、剪定枝等を原料に良質堆肥の生
産と、豊富な森林資源や廃食用油を活用したエネルギー利
用を進める

１９．福島県会津美里町（あいづみさとまち）

　家畜排せつ物やもみ殻、稲わらを原料とした有機肥料を製
造し有機農業の村づくりを目指すとともに、生ごみや端材か
ら熱エネルギーを行う

２０．福島県大玉村（おおたまむら）

　町民が一体となり、活力があり、安心で快適なまちづくりの
一環として自然環境や生活環境の保全と循環型社会の構築
に向けた町を目指す

２２．青森県中泊町（なかどまりまち）

　産学民金の活力を積極的に活用し、バイオマスの利活用に
よる持続可能な循環型都市の構築と地域産業の振興を図る

２３．青森県八戸市（はちのへし）

　環境に対する住民意識の向上を図りつつ、バイオマスの発
生・収集から変換、利活用を地域の実態に即した循環活用の
流れを形成

２４．青森県六ヶ所村（ろっかしょむら）

　養鶏業を中心とした畜産業から排出される畜糞尿等を高度
に利活用できるシステムを構築し、徹底した地域資源循環型
農業を推進

２５．岩手県軽米町（かるまいまち）

　酪農と林業を一体的にとらえたバイオマス利活用、「エネル
ギーの地産地消」を推進

２６．岩手県葛巻町（くずまきまち）

　農業残さや、山林の林地残材、食品残さを原料とし、安定
的・効率的に収集するシステムづくり、先駆的なマテリアル転
換技術の確立等を総合的・計画的に進めたバイオマスの利
活用

２７．秋田県能代市（のしろし）

　森林環境整備や保全と、ダム建設による林地残材等の豊
富な木質バイオマスの利活用、家畜排せつ物や稲わら、籾
殻、生ゴミ等を原料とした有機堆肥製造の地域内循環利用

２８．秋田県東成瀬村（ひがしなるせむら）

　太陽光、風力、水力、雪や氷、さらに農林業や家庭から排
出される動植物系の廃棄物等地域にあったバイオマスの利
活用

３０．秋田県羽後町（うごまち）

　森林資源バイオマスや畜産バイオマスの利用、地下水・雪
氷エネルギーの活用

２９．山形県飯豊町（いいでまち）

　平成18年３月に「バイオマス・ニッポン総合戦略」が見直され、地球温暖化の防止、循環型社会の形成、
新たな産業創出等の観点から、東北地域でもバイオマスの利活用の推進を図ってきたところである。
　バイオマスタウン構想は平成21年１月までに33地域で策定され、バイオマスの環づくり交付金による家
畜排せつ物や食品残渣の堆肥化等の事業が行われており、廃食用油のＢＤＦ化、木材等の発電なども新
たに取り組まれつつある。

　家畜排せつ物・生ごみの堆肥化、木質バイオマスのペレッ
ト化・バイオエタノール燃料化、稲わら等の自給飼料の促進

３３．秋田県北秋田市（きたあきたし）
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ふん
（千ｔ）

尿
（千ｔ）

合　計
（千ｔ）

生ふんの
堆肥化率

生ふんの
堆肥化
仕向量
（千ｔ）

乳 用 牛 133 1,744 513 2,257 279 38.6% 673
肉 用 牛 415 2,816 1,022 3,838 620 37.3% 1,050

豚 1,653 1,684 2,486 4,170 472 65.8% 1,108
採 卵 鶏 24,773 1,078 1,078 323 59.9% 646
ブロイラー 25,106 1,191 1,191 357 42.7% 509
合 計 52,080 8,513 4,021 12,534 2,051 45.8% 3,899
資料：「畜産統計」、「食鳥流通統計調査結果の概要」等

　　　　　資料：東北農政局農産課調べ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

資源の原料・素材利用

区　分
飼養頭羽数
（千頭羽）

発　生　量 ふん中の
有機物量
（乾物量）
（千ｔ）

◇　家畜ふん尿の発生量（東北・平成20年度推計）

　　　◇　稲わら・もみ殻の利用状況（平成18年）

（稲わらの利用状況）
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（２）　環境保全型農業の取組

資料：農林水産省統計部「農林業センサス」

資料：農林水産省生産局調べ（各年度末現在の認定件数（実数））

　　資料：東北農政局園芸特産課調べ 資料：農林水産省消費・安全局調べ（平成20年９月末現在）

　 注：改正ＪＡＳ法及び改正前ＪＡＳ法に基づく認定事業者の合計である。

◇　持続性の高い農業生産方式導入計画認定状況（エコファーマー認定状況）

◇　環境保全型農業への取組状況（平成17年・東北）

◇　有機農産物及び有機農産物加工食品
     （有機ＪＡＳ）認定事業者数（東北）

◇　農業用使用済みプラスチック
　　 の処理状況

　エコファーマー：土づくり、化学肥料・化学農薬の低減を一体的に行う生産方式を導入する「持続性の高い
　　　　　　　　　　　農業生産方式の導入に関する計画」を策定し、県知事の認定を受けた農業者。

環境保全型農業への取組
地域の慣行に比べ、農薬の低減や化学肥料の低減の取組み、堆肥による

土作りなど環境への負担を軽減した農産物の栽培を行っている農家。
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　 環境保全型農業に取り組む農家数は、平成17年で17万7千戸となっており、販売農家数に占める割
合は48％となっている。
　また、環境保全型農業に対する消費者の関心の高まりを受け、エコファーマーの認定が急激に増加し
ており、19年３月末現在では、東北全体で５万４千件に達している。
 　農業用使用済みプラスチックの処理状況については、焼却処理に代わり、再生処理が増加している。
　ＪＡＳ法に基づく有機農産物、有機農産物加工食品の生産、製造等を行う認定事業者は、東北全体で
435（うち農業者等の生産工程管理者は319）となっている。
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１　農村の現状

　資料：農林水産省統計部「農林業センサス」

　資料：農林水産省統計部「農林業センサス」

資料：東北農政局地域整備課調べ
　 注：農業集落排水事業、農業集落排水緊急整備事業、農村総合整備モデル事業、農業基盤総合整備事業、
　　　　農村振興総合整備事業、農村活性化住環境整備事業、村づくり交付金、汚水処理施設整備交付金で実施地区

◇　混住化率別農業集落数割合（平成17年・東北）

◇　農業関連施設の管理主体別農業集落数割合（平成17年・東北）

◇　農業集落数（平成17年）

◇　農業集落排水事業実施状況（東北）

　　　　（単位：集落）

Ⅲ　農村の振興

51.2

65.2

35.6

40.6

31.5

8.2

3.3

22.741.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

農　　　　道

農業用用排水路

ため池

農業集落で管理 農業集落以外で管理 管理していない

（％）

　 東北には約１万８千の農業集落数があり、混住化が５割を超える集落が、都市的地域では88％、他
の地域でも50％前後に達している。またこれに伴い農業集落による農業関連施設の管理は、農道で
51％、農業用用排水路で65％となっている。
　生活環境施設のうち農業集落排水事業の実施数は９年度をピークに減少しているが、新規地区の
累計は17年度には900地区を超えている。
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東　　　    北 

　都市的地域  

　平地農業地域

　中間農業地域

　山間農業地域

混住化なし １～２割 ３～４割 ５～６割 ７～８割 ９割以上

15,430

1,370

5,990

2,630

実数

5,440

区分 全　国 東　北 青 森 県 岩 手 県 宮 城 県 秋 田 県 山 形 県 福 島 県

平成17年 139,465 17,629 1,759 3,615 2,647 2,745 2,711 4,152

構成率(%) 100.0 10.0 20.5 15.0 15.6 15.4 23.6

資料：農林水産省統計部「農林業センサス」
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２　中山間地域の状況

資料：農林水産省統計部「農林業センサス」

（単位：ha）

青 森 県 40 31 625 614 11 11,345 4,242 7,103
岩 手 県 35 34 1,234 1,188 46 22,250 2,485 19,765
宮 城 県 36 14 253 246 7 2,183 1,130 1,053
秋 田 県 25 22 604 595 9 11,261 2,692 8,569
山 形 県 35 34 545 529 16 8,357 1,881 6,475
福 島 県 59 46 1,449 1,414 35 16,321 5,595 10,727
東　北 230 181 4,710 4,586 124 71,717 18,025 53,692

資料：農林水産省農村振興局調べ
　　注：ラウンドにより計と内訳が一致しない場合がある。

基礎単価
体制整備
単　　　価

◇　東北における中山間地域が占める割合（販売農家・平成17年）

◇中山間地域等直接支払交付金の実施状況見込み（東北・平成20年度）

区　分
管　　　内
市町村数

交　　　付
市町村数

協　定　数 交付見込み面積（ha）

計 集落協定 個別協定

　 平野の外縁部から山間地に至る中山間地域は、総農家数、耕地面積の４割程度を占めており、畜
産等については過半を生産する地域となっている。
　 中山間地域における、条件の不利性に起因する担い手の減少と耕作放棄地の発生をくい止めるた
め、12年度から直接支払制度が導入されている。20年度は181の市町村で、中山間地域等直接支払
交付金を活用して、機械・農作業の共同化、認定農業者の育成、農道・用排水路の管理等の活動に
取り組んでいる。
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３　農地・水・環境保全向上対策の状況

　　○　活動組織の設立状況

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 計
40 35 36 25 35 59 230 100%

取り組んでいる 26 28 23 25 32 46 180 78%
14 7 13 - 3 13 50 22%

　　　　資料：東北農政局調べ
　　　　　　注：市町村数は、平成20年11月5日時点

　　
　　　◇　共同活動の取組面積（東北） 　◇　設立した共同活動組織数（東北）

　　　　資料：東北農政局調べ

　　○　活動組織の取組状況
　＜　共　同　活　動　＞

　　　　資料：東北農政局調べ 　　　　注：（　　）は活動組織（3,342組織）に占める割合

　＜　営　農　活　動　＞

資料：東北農政局調べ

　　◇　市町村の取組状況（東北）

　　市  町　村　数

県         名

取り組んでいない

◇　管内における先進的営農品目別取組割合

　◇　農村環境向上活動　活動項目状況（東北）　◇　保全対象施設（ため池除く）の構成割合（東北）
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   農業・水・環境保全向上対策は、地域において農地・水・環境の良好な保全とその質的向上を図ることを
通じて地域の振興に資するため、地域ぐるみで効果の高い共同活動と、農業者ぐるみでの先進的な営農
活動を、一体的かつ総合的に支援するものであり、平成19年度より本格実施した。
　 平成20年度の取組状況は次のとおりである。
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   （697）  (1,780)（4,241）(5,615)  (4,104)  (6,646)

サ
ン

合計　99,254km

ため池
　3,919箇所

水稲
20,988ha
93.67％

麦・豆類
875ha
3.91%

いも・根菜類
208ha
0.93％

果樹・茶
171ha
0.76％

　先進的営農：農家がまとまりをもって営農活動対象区域内で化学肥料及び化学合成農薬の使用を地域の慣行から原則５割以上
　　　　　　　　　　低減する取組。
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景観形成・
生活環境

保全

水田貯留
機能増進・

地下水かん養

資源
循環

花き　0ha　0.00％

施設トマト等　13ha　0.06％

葉茎菜類　32ha　0.14％

果菜類等　34ha　0.15％

その他　84ha　0.37％
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４　市民農園の現状

５　地域ブランドによる地域の活性化

◇　法律に基づく市民農園数の推移（東北管内）

　都市住民の農業に対する関心の高まりを受け、市民農園数も増加傾向にある。

　 管内の各産地では、地域の農産物の差別化を図り、消費者の購入意欲を高めるため、平成18年４月から
導入された地域の名称と商品(役務)からなる商標である「地域団体商標」を活用した地域ブランド化により地
域の活性化に取り組んでいる。

平成20年３月11日現在
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１　業務内容

・各部の総合調整、総合的な政策の企画及び立案、広報活動、公文書の審査

・食料自給率向上、バイオマス利活用にかかる施策の企画・調整

・職員に関する庶務、人事、経理、福利厚生及び国有財産の管理

・農林水産省行政全般にわたる情報の受発信及び情報公開の窓口

・農協系統組織の検査に関する施策

・消費者行政全般、食育、リスク管理対策の調査

・ＪＡＳ法に基づく食品の表示・規格の調査、監視、指導

・農薬等使用の適正化、飼料の安全性確保、トレーサビリティ

・主要食糧行政の総合調整

・米政策改革に伴う米穀の生産、流通の需給調整

・備蓄の運営、主要食糧の流通・加工業者への指導等

・農産物検査技術の指導、検査方法の改善及び調整

・農協系統組織の指導に関する施策

・食品産業行政全般、中央卸売市場の監督及び食農連携の推進

・土地と水利用に係る企画・調整

・農業農村整備事業に係る調査・計画・指導

・土地改良事業地区における営農指導及び環境保全への対応

・土地改良区運営の指導、監督

・農業農村整備事業の実施及び指導・助成

・中山間地域の振興

・土地改良財産の管理及び処分

・農地・水・環境保全向上対策の実施

・農林水産業、農林漁家に関する統計調査の実施

・農林水産統計の作成、加工・分析及び提供

　流通、需給の調整

・農林水産業及び農林漁家に関する統計調査の実施、加工・分析及び提供

農 業 水 利 事務 （業 ）所

・農業や農村を整備する事業（務）所及び建設所に対する技術的な指導、支援

　農林水産省本省が全国段階における農政の企画的な業務を行うのに対し、地方農政局は施策の実行
面の担当部局として、北海道と沖縄を除く全国７ブロック（東北、関東、北陸、東海、近畿、中国四国、九
州）に設置されています。
　東北農政局は、青森、岩手、宮城、秋田、山形及び福島の６県を管轄しており、本局に７部１室３８課が
置かれ、食品のリスク管理業務や統計調査、農林水産業に関する情報の受発信等を行う地方農政事務
所、土地改良事業の実施や調査、技術指導等を行う事業（務）所が置かれています。

土 地 改 良 技 術 事 務 所
土地改良調査管理事務所
農 地 整 備 事 業 所

・国営事業の調査・計画の策定及び国営事業完了地区の管理

・大区画ほ場の整備等を通じて良好な営農条件を確保し、土地利用を再編

・農業生産基盤の基本であるダムや用排水路などのかんがい排水施設の整備

＜各部署等の主な業務内容＞

・地域に密着した食品のリスク管理業務及び米政策改革に伴う米穀の生産、

・地域における農林水産情報の収集、整理、分析及び提供

　知識の普及、就農の促進、農業改良資金の助成

整備部

統計部

消費・安全部

・経営安定対策や自給率向上の取組等の「食料・農業・農村基本計画」の推進

・農畜産物の生産振興対策の指導・助成、野菜の安定供給の指導、農産物等の輸出促進

企画調整室

総務部

生産経営流通部

農村計画部

食糧部

地 方 農 政 事 務 所

・農業経営及び農業構造の改善、農地の利用調整、担い手の確保、農業及び農業者の

Ⅳ　東北農政局の業務と組織
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２　組織 平成２１年４月１日現在

農　産　課

局　長

次　長

次　長

企画調整室

総　務　部

消費・安全部

食　糧　部

生産経営流通部

農村計画部

整　備　部

統　計　部

総　務　課

消費生活課

表示・規格課

安全管理課

地域第一課

地域第二課

地域第三課

地域第四課

人　事　課

会　計　課

厚　生　課

情報推進課

園芸特産課

食糧調整課

計　画　課

消費流通課

食糧貿易課

農村振興課

土地改良管理課

資　源　課

事業計画課

設　計　課

用　地　課

水利整備課

農地整備課

地域整備課

統計調整課

統計企画課

経営・構造統計課

生産流通消費統計課

防　災　課

青森農政事務所

岩手農政事務所

秋田農政事務所

山形農政事務所

福島農政事務所

津軽農業水利事務所

小田川農業水利事業建設所

大崎農業水利事務所

大崎上流農業水利事業建設所

北奥羽土地改良調査管理事務所

北上土地改良調査管理事務所

西奥羽土地改良調査管理事務所

阿武隈土地改良調査管理事務所

土地改良技術事務所

いさわ南部農地整備事業所

和賀中部農業水利事業所

馬淵川沿岸農業水利事業所

平鹿平野農業水利事業所

最上川下流沿岸農業水利事業所

隈戸川農業水利事業所

中津山農業水利事業所

畜　産　課

米沢平野農業水利事業所

仙台統計・情報センター

担い手育成課

構造改善課

経営支援課

食　品　課

検　査　課

石巻統計・情報センター

栗原統計・情報センター

大崎統計・情報センター

大河原統計・情報センター

猿ヶ石川農業水利事業建設所
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３　国営事業の概要 　

（平成２１年４月時点）

津軽農業水利事務所　(青森県つがる市)
青森県 H 8～H24 10,530ha 625億円

小田川農業水利事業建設所（青森県五所川原市）
青森県 H17～H25 4,021ha 101億円

馬淵川沿岸農業水利事業所　(岩手県二戸郡一戸町)
岩手県 H 5～H22 2,191ha 500億円

和賀中部農業水利事業所　(岩手県北上市)
岩手県 H18～H26 3,392ha 191億円

猿ヶ石川農業水利事業建設所　(岩手県花巻市)
岩手県 H20～H26 2,504ha 58億円

いさわ南部農地整備事業所　(岩手県奥州市)
岩手県 H10～H22 1,100ha 235億円

大崎農業水利事務所　(宮城県大崎市)
宮城県 H 3～H21 9,736ha 803億円

大崎上流農業水利事業建設所 (宮城県大崎市)
宮城県 H 6～H21 10,425ha 339億円

ダム１ヶ所

中津山農業水利事業所　(宮城県石巻市)
宮城県 H20～H28 3,191ha 153億円

平鹿平野農業水利事業所　(秋田県横手市)
秋田県 H13～H24 10,041ha 322億円

最上川下流沿岸農業水利事業所(山形県東田川郡庄内町)
山形県 H13～H22 12,573ha 150億円

米沢平野農業水利事業所　(山形県米沢市)
山形県 H18～H26 8,804ha 155億円

隈戸川農業水利事業所　(福島県西白河郡矢吹町)
福島県 H 4～H22 3,228ha 339億円

頭首工改修１ヶ所、ため池改修１ヶ所、揚水機場改修２ヶ所
揚排水機場改修５ヶ所、排水路改修42.7km、用水路改修57.4km

岩木川左岸地区

隈戸川地区

大崎地区

小田川二期地区

馬淵川沿岸地区

平鹿平野地区

ダム１ヶ所、揚水機場４ヶ所、用水路83.1㎞

ダム改修１ヶ所、ため池改修３ヶ所、頭首工改修３ヶ所、揚水機場改修２ヶ所
用水路15.7km

和賀中部地区

ダム（既設転用）1ヶ所、ダム取水口改修1ヶ所、頭首工改修2ヶ所
用水路改修22.7km

猿ヶ石川地区

取入施設改修一式、用水路改修21.3km

中津山地区

排水機場改修２ヶ所、排水路改修3.1km

いさわ南部地区

最上川下流沿岸地区

農地造成10ha、区画整理1,090ha、用水路180km、排水路151km、
道路148km、暗渠排水962ha

頭首工改修２ヶ所、用水路改修29.5km

ダム１ヶ所、頭首工（新設・改修）４ヶ所、用水路（新設・改修）35.7km

鳴瀬川地区

ダム改修１ヶ所、頭首工改修１ヶ所、揚水機場改修１ヶ所、用水路改修17.8km

頭首工(取水口)改修２ヶ所、揚水機場改修２ヶ所、用水路（新設・改修）34.4km

米沢平野二期地区

ダム改修１ヶ所、ため池改修１ヶ所、頭首工改修６ヶ所
揚水機場（新設・改修）２ヶ所、用水路（新設・改修）11.6km

   農業用用排水施設等の基幹施設を整備して、農
業用水の安定供給や農業上の土地利用の高度化
等を図ります。

国営かんがい排水事業

　未整備・小区画の水田・畑を整備し、優良農地を
確保して農業生産性の向上を図るとともに、非農用
地の計画的な創設により、総合的な地域開発を推
進します。

国営農地再編整備事業

※　事業所名の下は、地区名、県名、工期、受益面積、総事業費及び
    事業内容（概略）で、地区名の■■色は事業を表している
※　施設機能監視は除く
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全 国 青 森 県 岩 手 県 宮 城 県 秋 田 県 山 形 県 福 島 県

実 数 実 数 シ ェア 実 数 実 数 実 数 実 数 実 数 実 数

千ha 19 37,793 6,293 16.7 892 1,528 686 1,143 665 1,378

ha 20 4,628,000 874,700 18.9 157,700 154,600 136,700 151,100 123,600 151,000

ha 20 2,516,000 624,800 24.8 84,000 96,000 110,800 131,100 97,000 105,900

ha 20 2,112,000 250,000 11.8 73,700 58,600 25,900 20,000 26,600 45,100

％ 20 12.2 13.9        - 17.7 10.1 19.9 13.2 18.6 11.0

千戸 17 49,566 3,349 6.8 511 484 865 393 387 710

戸 17 2,848,166 463,460 16.3 61,587 86,028 77,855 72,000 61,567 104,423

戸 17 1,963,424 370,786 18.9 50,790 67,330 62,731 60,325 49,013 80,597

主業農家 戸 17 429,467 81,901 19.1 19,084 12,715 10,496 11,323 13,996 14,287

準主業農家 戸 17 443,389 108,097 24.4 11,655 20,095 19,244 18,695 13,647 24,761

副業的農家 戸 17 1,090,568 180,788 16.6 20,051 34,520 32,991 30,307 21,370 41,549

戸 17 884,742 92,674 10.5 10,797 18,698 15,124 11,675 12,554 23,826

％ 17 5.7 13.8        - 12.1 17.8 9.0 18.3 15.9 14.7

千人 17 127,768 9,635 7.5 1,437 1,385 2,360 1,146 1,216 2,091

人 17 8,370,489 1,676,593 20.0 216,496 294,496 291,592 263,010 232,788 378,211

人 17 5,562,030 1,106,967 19.9 146,602 203,910 189,885 172,630 146,530 247,410

人 17 3,352,590 620,722 18.5 96,166 114,009 99,085 91,068 85,384 135,010

人 17 2,240,672 385,301 17.2 70,481 69,463 52,315 45,993 57,672 89,377

億円 19 84,449 13,461 15.9 2,858 2,460 1,832 1,825 2,045 2,441

億円 19 57,616 9,673 16.8 2,143 1,196 1,178 1,528 1,718 1,909

億円 19 18,058 4,710 26.1 531 594 794 1,077 814 901

億円 19 765 9 1.2 3 3 3 0 0 0

億円 19 87 16 18.4 1 4 0 2 5 4

億円 19 686 77 11.2 10 6 21 18 13 8

億円 19 1,954 55 2.8 17 6 6 6 4 18

億円 19 20,925 2,392 11.4 680 276 273 279 334 551

億円 19 7,557 1,773 23.5 778 142 23 86 450 293

億円 19 4,051 326 8.0 32 82 43 29 70 70

億円 19 2,615 226 8.6 68 71 5 27 9 47

億円 19 919 89 9.7 25 12 10 5 19 18

億円 19 26,231 3,773 14.4 714 1,265 651 295 324 525

億円 19 5,559 816 14.7 84 233 198 56 96 150

億円 19 7,391 650 8.8 65 217 142 34 86 105

生乳 億円 19 6,401 592 9.2 62 197 130 31 80 92

億円 19 5,484 914 16.7 218 220 116 143 109 108

億円 19 7,201 1,360 18.9 335 585 190 60 31 158

鶏卵 億円 19 4,040 580 14.4 140 112 145 45 21 117

ブロイラー 億円 19 2,686 709 26.4 188 447 39 1 10 25

億円 19 596 34 5.7 11 9 6 3 2 4

億円 19 603 15 2.5 1 0 2 1 4 6

億円 19 30,668 5,129 17 1,263 779 646 662 790 989

％ 19 36.3 38.1        - 44.2 31.7 35.3 36.3 38.6 40.5

農家１戸当たり 千円 19 1,077 1,160        - 2,051 906 830 919 1,281 947

耕地10a当たり 千円 19 66 58        - 80 50 47 44 64 65

<都府県>

ha 17 1.30 1.83        - 2.13 1.70 1.75 2.08 2.11 1.48

ha 17 1.04 1.52        - 1.49 1.24 1.55 1.94 1.91 1.17

ha 17 0.40 0.40        - 1.02 0.60 0.26 0.23 0.23 0.33

ha 17 0.59 0.67        - 0.98 0.52 0.37 0.54 0.50 0.57

畑

樹園地

耕　地　計

田

分

析

指

標

販売農家
1戸当たりの経営耕地面積

畜
　
　
産

肉用牛

鶏

生産農業所得

生産農業所得率

乳用牛

豚

工芸農作物

種苗・苗木類・その他

計

農家人口（販売農家）

農業就業人口

果実

農業産出額

雑 穀　

野菜

自給的農家

農業従事者

総人口

農家率

東北地域主要指標

総面積

耕地面積

東 北
区 分 単位 年次

田

畑

耕地率

いも類

豆類

麦類

総世帯数

総農家数

基幹的農業従事者

販売農家

　注 ： 農業産出額及び生産農業所得の全国値については、都道府県別推計値の合計値である。

米

計

耕
　
　
種

花き

資料 ： 国土交通省国土地理院「全国都道府県市町村別面積調」（平成19年10月１日現在）、
総務省「平成17年国勢調査」（平成17年10月１日現在）、
「農林業センサス」（平成17年２月１日現在）、「耕地面積調査」（平成20年７月15日現在）

その他畜産物

加工農産物
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